
◎農業用ため池の管理及び保全に関する法律 
（平成三一年四月二六日法律第一七号）   

一、 提案理由（平成三一年三月一四日・衆議院農林水産委員会） 

○吉川国務大臣 農業用ため池の管理及び保全に関する法律案につきまして、その提案

の理由及び主要な内容を御説明いたします。 

 農業用ため池は、農業生産に不可欠な農業用水を供給する施設として、西日本地域を

中心に多くの施設が築造され、我が国農業の発展に重要な役割を果たしてきたところで

す。 

 しかしながら、近年、台風等による豪雨や大規模な地震により農業用ため池が被災す

る事例が発生している一方で、江戸時代以前に築造された古い施設や築造時期が明らか

でない施設が多いことから、権利者の世代交代が進み、権利関係が不明確かつ複雑にな

る事例や、離農や高齢化により利用者を主体とする管理組織が弱体化している事例など、

日常の維持管理が適正に行われなくなることが懸念される状況にあります。 

 このような状況を踏まえ、農業用ため池が有する農業用水の供給機能の確保を図りつ

つ、決壊による水害等の被害の防止を図る観点から、防災上重要な農業用ため池を指定

し、必要な防災工事の施行を命ずることができることとする等の措置を講ずるため、こ

の法律案を提出した次第であります。 

 次に、法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、農業用ため池の届出についてであります。 

 農業用ため池の所有者等に対し都道府県知事への届出を義務づけるとともに、都道府

県知事が農業用ため池に関するデータベースを整備し、公表することとしています。ま

た、農業用ため池の所有者等は、当該農業用ため池の適正な管理に努めなければならな

いこととし、農業用ため池の管理上必要な措置が行われていないときは、都道府県知事

が必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができることとしています。 

 第二に、特定農業用ため池の指定についてであります。 

 都道府県知事は、決壊による水害等の災害により周辺の区域に被害を及ぼすおそれの

ある農業用ため池を特定農業用ため池として指定することができることとしています。

特定農業用ため池の保全に影響を及ぼすおそれのある土地の掘削等の行為について都道

府県知事の許可制とするほか、市町村長は災害時の避難に関する印刷物配布等の措置を

講ずるよう努めることとしています。 

 第三に、特定農業用ため池の防災工事の施行についてであります。 

 特定農業用ため池の決壊を防止するために施行する工事及び廃止のために施行する工

事について、都道府県知事への工事計画の事前届出を義務づけるとともに、必要な工事

が適切に行われない場合には、都道府県知事が防災工事の施行に関する命令及び代執行

を行うことができることとしています。 

 第四に、裁定による特定農業用ため池の管理についてであります。 



 市町村長は、特定農業用ため池の管理上必要な措置が行われていない場合であって、

所有者を確知することができないときは、都道府県知事の裁定により、施設管理権を取

得することができることとしています。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成三一年三月二六日） 

○武藤容治君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、農業用水の確保を図るとともに、農業用ため池の決壊による水害その他の災

害から国民の生命及び財産を保護するため、防災上重要な農業用ため池を指定し、必要

な防災工事の施行を命ずることができることとする等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る三月十三日本委員会に付託され、翌十四日吉川農林水産大臣から提案理

由の説明を聴取し、二十日質疑を行いました。質疑終局後、採決いたしましたところ、

本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院農林水産委員長報告（平成三一年四月一九日） 

○堂故茂君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、農業用水の確保を図るとともに、農業用ため池の決壊による水害その他

の災害から国民の生命及び財産を保護するため、防災上重要な農業用ため池を指定し、

必要な防災工事の施行を命ずることができることとする等の措置を講じようとするもの

であります。 

 委員会におきましては、ため池の届出制度を設けた趣旨、地方自治体に対する支援の

内容、ため池の防災工事を迅速に実施する必要性等について質疑が行われましたが、そ

の詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年四月一八日） 

 農業用ため池は、農業用水を供給する施設として我が国農業の発展に重要な役割を果

たしてきた。近年、台風等による豪雨や大規模な地震等により農業用ため池が被災する

事例が発生している一方で、江戸時代以前に築造された古い施設や築造時期が明らかで

ない施設が多く、管理が適正に行われなくなることが懸念される状況にある。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 都道府県及び市町村が農業用ため池の適正な管理及び保全に関する施策を講ずるに



当たって、農業用ため池に係る正確な情報が、都道府県の整備する農業用ため池に関

するデータベースに蓄積されることが前提となる。このため、所有者等による届出が

確実に行われるよう周知徹底を図るとともに、市町村が農業用ため池に係る情報を把

握できるよう配慮すること。 

二 決壊による水害等により周辺区域に被害を及ぼすおそれがあるため池の防災工事が

迅速かつ確実に行われるよう、特定農業用ため池の指定の要件を適切に定めること。 

三 農業用ため池の管理や廃止に当たっては、地域における水利用の在り方、農業用た

め池の位置付け、必要な対策について、農業用ため池の所有者・管理者、農業用水の

供給を受ける農業者及び地方公共団体の関係者が十分に話し合いを行うよう、ガイド

ラインの策定等による支援を行うこと。 

四 地方公共団体又は農業用ため池の所有者等が施行する防災工事に対して、適切な財

政上の支援を確保するとともに、農業用ため池の所有者等が行う適正な管理に対して、

必要となる資金面及び技術面からの援助を実施すること。 

  右決議する。 

 


